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（ 公 印 省 略 ）   

 

 

南海トラフ地震に係る津波避難対策緊急事業実施要綱の一部改正について 

 

 

 南海トラフ地震に係る津波避難対策については、平成27年４月９日付け医政発第0409

第 26 号厚生労働省医政局長通知「南海トラフ地震に係る津波避難対策緊急事業の実施に

ついて」により行われているところであるが、今般、同通知の別添「南海トラフ地震に

係る津波避難対策緊急事業実施要綱」の一部を別紙新旧対照表のとおり改正し、令和５

年４月１日から適用することとしたので通知する。 

 なお、貴管下関係者に対しては、貴職からこの旨通知されたい。 
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別紙 
 

新 旧 
 
南海トラフ地震及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る津波避難対策緊急
事業実施要綱 
 
１ 目的 

この事業は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法及
び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措
置法に基づく津波避難対策緊急事業を推進することを目的とする。 
 
２ 交付対象 

日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会又
は社会福祉法人北海道社会事業協会、その他厚生労働大臣が適当と認める者（た
だし、へき地医療拠点病院及びへき地診療所以外の施設については、地方公共団
体及び地方独立行政法人を除く。）が開設する医療施設が実施する南海トラフ地震
に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法又は日本海溝・千島海溝周辺海溝
型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に基づく津波避難対策緊急
事業 
 
３ 交付条件 

南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第 12 条又は、
日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置
法第 11 条の規定に基づき、市町村長が作成する「津波避難対策緊急事業計画」に
記載された施設であって、次に掲げる（１）から（22）のうち、いずれかに該当
する病院、診療所又は助産所であること。 
（１）救命救急センター 

 
南海トラフ地震に係る津波避難対策緊急事業実施要綱 

 
 
１ 目的 

この事業は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に
基づく津波避難対策緊急事業を推進することを目的とする。 
 
 
２ 交付対象 

日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会又
は社会福祉法人北海道社会事業協会、その他厚生労働大臣が適当と認める者（た
だし、へき地医療拠点病院及びへき地診療所以外の施設については、地方公共団
体及び地方独立行政法人を除く。）が開設する医療施設が実施する南海トラフ地震
に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に基づく津波避難対策緊急事業 
 
 
 
３ 交付条件 

南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第 12 条の規定
に基づき、市町村長が作成する「津波避難対策緊急事業計画」に記載された施設
であって、次に掲げる（１）から（17）のうち、いずれかに該当する病院又は診
療所であること。 
 
（１）救命救急センター 
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昭和５２年７月６日医発第６９２号厚生省医務局長通知「救急医療対策の整
備事業について」（以下「救急医療対策事業実施要綱」という。）に基づき、都
道府県知事の要請を受けた病院の開設者の設置する救命救急センター 

（２）病院群輪番制病院及び共同利用型病院 
「救急医療対策事業実施要綱」に基づき、都道府県知事又は市町村長若しく

は地方自治法第２８４条第１項に規定する一部事務組合の管理者の要請を受け
た病院の開設者の設置する病院群輪番制病院及び共同利用型病院 

（３）救急告示病院 
  救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）第２条に基づき、都

道府県知事が認定した救急病院であって、平成２４年３月３０日医政発第０３
３０第２８号厚生労働省医政局長通知「医療計画について」において、第二次
救急医療を実施している病院（国、独立行政法人若しくは国立大学法人又は医
療法第７条の２第１項各号に掲げる者の設置するものを除く。） 

（４）在宅当番医制病院 
  地方公共団体の委託等により地区医師会毎に在宅当番により休日・夜間にお

ける診療等を実施している病院（国、独立行政法人若しくは国立大学法人又は
医療法第７条の２第１項各号に掲げる者の設置するものを除く。） 

（５）在宅当番医制診療所 
地方公共団体の委託等により地区医師会毎に在宅当番により休日・夜間にお

ける診療等を実施している診療所 
（６）在宅当番医制歯科診療所 

地方公共団体の委託等により地区歯科医師会毎に在宅当番により休日・夜間
における歯科診療を実施している歯科診療所 

（７）休日夜間急患センター 
「救急医療対策事業実施要綱」に基づき、市町村が行う（委託を含む）休日

夜間急患センター 
（８）休日等歯科診療所 

地方公共団体の委託等により休日・夜間における診療又は心身障害者（児）

昭和５２年７月６日医発第６９２号厚生省医務局長通知「救急医療対策の整
備事業について」（以下「救急医療対策事業実施要綱」という。）に基づき、都
道府県知事の要請を受けた病院の開設者の設置する救命救急センター 

（２）病院群輪番制病院及び共同利用型病院 
「救急医療対策事業実施要綱」に基づき、都道府県知事又は市町村長若しく

は地方自治法第２８４条第１項に規定する一部事務組合の管理者の要請を受け
た病院の開設者の設置する病院群輪番制病院及び共同利用型病院 

（新設） 
 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
（３）在宅当番医制診療所 

地方公共団体の委託等により地区医師会毎に在宅当番により休日・夜間にお
ける診療等を実施している診療所 

（４）在宅当番医制歯科診療所 
地方公共団体の委託等により地区歯科医師会毎に在宅当番により休日・夜間

における歯科診療を実施している歯科診療所 
（５）休日夜間急患センター 

「救急医療対策事業実施要綱」に基づき、市町村が行う（委託を含む）休日
夜間急患センター 

（６）休日等歯科診療所 
地方公共団体の委託等により休日・夜間における診療又は心身障害者（児）
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に対する診療を行う歯科診療所 
（９）時間外診療実施診療所 

平成２４年３月５日保医発第０３０５第２号厚生労働省保険局医療課長通知
「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」に
より、時間外対応加算１、２及び３に関する施設基準の届出を地方厚生（支）
局に行っている診療所 

（10）災害拠点病院 
平成２１年３月３０日医政発第０３３０００７号厚生労働省医政局長通知

「災害医療対策事業等の実施について」に基づき、都道府県又は都道府県知事
の要請を受けた災害拠点病院で厚生労働大臣が適当と認める開設者の設置する
災害拠点病院 

（11）へき地医療拠点病院 
平成１３年５月１６日医政発第５２９号厚生労働省医政局長通知「へき地保

健医療対策事業について」（以下「へき地保健医療対策実施要綱」という。）に
基づき、都道府県知事の指定を受けた病院の開設者の設置するへき地医療拠点
病院 

（12）ヘき地診療所 
へき地保健医療対策実施要綱に基づき、都道府県、市町村等、日本赤十字社、

社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会、社会福祉法人北
海道社会事業協会、医療法人、学校法人、社会福祉法人、医療生活協同組合及
びその他厚生労働大臣が認める者の設置するへき地診療所（医師及び看護師住
宅を含む。） 

（13）周産期母子医療センター 
平成２２年１月２６日医政発０１２６第１号厚生労働省医政局長通知「周産

期医療の確保について」の別添２「周産期医療体制整備指針」に基づき、都道
府県が指定する総合周産期母子医療センター又は認定する地域周産期母子医療
センター 

（14）小児救急医療拠点病院 

に対する診療を行う歯科診療所 
（７）時間外診療実施診療所 

平成２４年３月５日保医発第０３０５第２号厚生労働省保険局医療課長通知
「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」に
より、時間外対応加算１、２及び３に関する施設基準の届出を地方厚生（支）
局に行っている診療所 

（８）災害拠点病院 
平成２１年３月３０日医政発第０３３０００７号厚生労働省医政局長通知

「災害医療対策事業等の実施について」に基づき、都道府県又は都道府県知事
の要請を受けた災害拠点病院で厚生労働大臣が適当と認める開設者の設置する
災害拠点病院 

（９）へき地医療拠点病院 
平成１３年５月１６日医政発第５２９号厚生労働省医政局長通知「へき地保

健医療対策事業について」（以下「へき地保健医療対策実施要綱」という。）に
基づき、都道府県知事の指定を受けた病院の開設者の設置するへき地医療拠点
病院 

（10）ヘき地診療所 
へき地保健医療対策実施要綱に基づき、都道府県、市町村等、日本赤十字社、

社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会、社会福祉法人北
海道社会事業協会、医療法人、学校法人、社会福祉法人、医療生活協同組合及
びその他厚生労働大臣が認める者の設置するへき地診療所（医師及び看護師住
宅を含む。） 

（11）周産期母子医療センター 
平成２２年１月２６日医政発０１２６第１号厚生労働省医政局長通知「周産

期医療の確保について」の別添２「周産期医療体制整備指針」に基づき、都道
府県が指定する総合周産期母子医療センター又は認定する地域周産期母子医療
センター 

（12）小児救急医療拠点病院 
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「救急医療対策事業実施要綱」に基づき、都道府県又は都道府県知事の要請
を受けた病院の開設者の設置する小児救急医療拠点病院 

（15）在宅医療実施病院 
平成２４年３月３０日医政発第０３３０第２８号厚生労働省医政局長通知

「医療計画について」に基づき、都道府県が定める医療計画において、居宅等
における医療（在宅医療）を実施している病院 

（16）在宅医療実施診療所 
平成２４年３月３０日医政発第０３３０第２８号厚生労働省医政局長通知

「医療計画について」に基づき、都道府県が定める医療計画において、居宅等
における医療（在宅医療）を実施している診療所 

（17）在宅医療実施歯科診療所 
平成２４年３月３０日医政発第０３３０第２８号厚生労働省医政局長通知

「医療計画について」に基づき、都道府県が定める医療計画において、居宅等
における医療（在宅医療）を実施している歯科診療所 

（18）がん医療実施診療所 
  平成２４年３月３０日医政発第０３３０第２８号厚生労働省医政局長通知

「医療計画について」に基づき、都道府県が定める医療計画において、がん医
療を実施している診療所（国、独立行政法人又は医療法第７条の２第１項各号
に掲げる者の設置するものを除く。） 

（19）脳卒中医療実施病院 
  平成２４年３月３０日医政発第０３３０第２８号厚生労働省医政局長通知

「医療計画について」に基づき、都道府県が定める医療計画において、脳卒中
医療を実施している病院（国、独立行政法人又は医療法第７条の２第１項各号
に掲げる者の設置するものを除く。） 

（20）精神科病院 
ア 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

法第１９条の８に基づく指定病院 
イ 平成１８年厚生労働省告示第９４号「特掲診療料の施設基準等」に定める

「救急医療対策事業実施要綱」に基づき、都道府県又は都道府県知事の要請
を受けた病院の開設者の設置する小児救急医療拠点病院 

（13）在宅医療実施病院 
平成２４年３月３０日医政発第０３３０第２８号厚生労働省医政局長通知

「医療計画について」に基づき、都道府県が定める医療計画において、居宅等
における医療（在宅医療）を実施している病院 

（14）在宅医療実施診療所 
平成２４年３月３０日医政発第０３３０第２８号厚生労働省医政局長通知

「医療計画について」に基づき、都道府県が定める医療計画において、居宅等
における医療（在宅医療）を実施している診療所 

（15）在宅医療実施歯科診療所 
平成２４年３月３０日医政発第０３３０第２８号厚生労働省医政局長通知

「医療計画について」に基づき、都道府県が定める医療計画において、居宅等
における医療（在宅医療）を実施している歯科診療所 

（新設） 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
（16）精神科病院 

ア 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）
法第１９条の８に基づく指定病院 

イ 平成１８年厚生労働省告示第９４号「特掲診療料の施設基準等」に定める
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基準を満たす精神科作業療法、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、
精神科ナイト・ケア、又は重度認知症患者デイ・ケアを実施している精神科
病院 

ウ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７
年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第５条第１６項に規
定する共同生活援助を実施している精神科病院 

エ 昭和５７年４月１６日衛発第３６０号公衆衛生局長通知「精神障害者社会
復帰適応訓練事業の実施について」に基づく精神障害者社会適応訓練事業を
実施している精神科病院 

オ 平成１２年３月３１日障第２５１号大臣官房障害保健福祉部長通知「保健
所及び市町村における精神保健福祉業務について」に基づき実施される地域
精神保健活動に協力支援している精神科病院 

カ 障害者総合支援法第５条第６項に規定する生活介護を実施している精神科
病院 

キ 障害者総合支援法第５条第１０項に規定する共同生活介護を実施している
精神科病院 

ク 障害者総合支援法第５条第１３項に規定する自立訓練を実施している精神
科病院 

ケ 障害者総合支援法第５条第１４項に規定する就労移行支援を実施している
精神科病院 

コ 障害者総合支援法第５条第１５項に規定する就労継続支援を実施している
精神科病院 

サ 障害者総合支援法第５条第１７項に規定する相談支援を実施している精神
科病院 

シ 障害者総合支援法第５条第２１項に規定する地域活動支援センターを運営
している精神科病院 

ス 障害者総合支援法第５条第２２項に規定する福祉ホームを運営している精
神科病院 

基準を満たす精神科作業療法、精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア、
精神科ナイト・ケア、又は重度認知症患者デイ・ケアを実施している精神科
病院 

ウ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７
年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第５条第１６項に規
定する共同生活援助を実施している精神科病院 

エ 昭和５７年４月１６日衛発第３６０号公衆衛生局長通知「精神障害者社会
復帰適応訓練事業の実施について」に基づく精神障害者社会適応訓練事業を
実施している精神科病院 

オ 平成１２年３月３１日障第２５１号大臣官房障害保健福祉部長通知「保健
所及び市町村における精神保健福祉業務について」に基づき実施される地域
精神保健活動に協力支援している精神科病院 

カ 障害者総合支援法第５条第６項に規定する生活介護を実施している精神科
病院 

キ 障害者総合支援法第５条第１０項に規定する共同生活介護を実施している
精神科病院 

ク 障害者総合支援法第５条第１３項に規定する自立訓練を実施している精神
科病院 

ケ 障害者総合支援法第５条第１４項に規定する就労移行支援を実施している
精神科病院 

コ 障害者総合支援法第５条第１５項に規定する就労継続支援を実施している
精神科病院 

サ 障害者総合支援法第５条第１７項に規定する相談支援を実施している精神
科病院 

シ 障害者総合支援法第５条第２１項に規定する地域活動支援センターを運営
している精神科病院 

ス 障害者総合支援法第５条第２２項に規定する福祉ホームを運営している精
神科病院 
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（21）精神科救急医療センター 
平成１７年７月７日障発０７０７００１号厚生労働省社会・援護局障害保健

福祉部長通知「精神科救急医療センター整備事業の実施について」に基づき、
都道府県知事の要請を受けた病院の開設者の設置する精神科救急医療センター 

（22）助産所 
  医療法第８条の規定に基づき、都道府県知事に開設の届出を行っている助産

所のうち、分娩を取り扱う助産所 
 

（17）精神科救急医療センター 
平成１７年７月７日障発０７０７００１号厚生労働省社会・援護局障害保健

福祉部長通知「精神科救急医療センター整備事業の実施について」に基づき、
都道府県知事の要請を受けた病院の開設者の設置する精神科救急医療センター 

（新設） 

 



南海トラフ地震及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る津波避難対策緊

急事業実施要綱 

 

医政発 0517 第 9 号  

令和５年５月 17 日  

 

１ 目的 

この事業は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法

及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特

別措置法に基づく津波避難対策緊急事業を推進することを目的とする。 

 

２ 交付対象 

日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会

又は社会福祉法人北海道社会事業協会、その他厚生労働大臣が適当と認める者

（ただし、へき地医療拠点病院及びへき地診療所以外の施設については、地方

公共団体及び地方独立行政法人を除く。）が開設する医療施設が実施する南海

トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法又は日本海溝・千島

海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に基づく

津波避難対策緊急事業 

 

３ 交付条件 

南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第 12 条又は、

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措

置法第 11 条の規定に基づき、市町村長が作成する「津波避難対策緊急事業計

画」に記載された施設であって、次に掲げる（１）から（22）のうち、いずれ

かに該当する病院、診療所又は助産所であること。 

（１）救命救急センター 

昭和５２年７月６日医発第６９２号厚生省医務局長通知「救急医療対

策の整備事業について」（以下「救急医療対策事業実施要綱」という。）に

基づき、都道府県知事の要請を受けた病院の開設者の設置する救命救急

センター 

（２）病院群輪番制病院及び共同利用型病院 

「救急医療対策事業実施要綱」に基づき、都道府県知事又は市町村長若

しくは地方自治法第２８４条第１項に規定する一部事務組合の管理者の

要請を受けた病院の開設者の設置する病院群輪番制病院及び共同利用型

病院 



（３）救急告示病院 

救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）第２条に基づき、

都道府県知事が認定した救急病院であって、平成２４年３月３０日医政

発第０３３０第２８号厚生労働省医政局長通知「医療計画について」にお

いて、第二次救急医療を実施している病院 

（４）在宅当番医制病院 

地方公共団体の委託等により地区医師会毎に在宅当番により休日・夜

間における診療等を実施している病院 

（５）在宅当番医制診療所 

地方公共団体の委託等により地区医師会毎に在宅当番により休日・夜

間における診療等を実施している診療所 

（６）在宅当番医制歯科診療所 

地方公共団体の委託等により地区歯科医師会毎に在宅当番により休

日・夜間における歯科診療を実施している歯科診療所 

（７）休日夜間急患センター 

「救急医療対策事業実施要綱」に基づき、市町村が行う（委託を含む）

休日夜間急患センター 

（８）休日等歯科診療所 

地方公共団体の委託等により休日・夜間における診療又は心身障害者

（児）に対する診療を行う歯科診療所 

（９）時間外診療実施診療所 

平成２４年３月５日保医発第０３０５第２号厚生労働省保険局医療課

長通知「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱い

について」により、時間外対応加算１、２及び３に関する施設基準の届出

を地方厚生（支）局に行っている診療所 

（10）災害拠点病院 

平成２１年３月３０日医政発第０３３０００７号厚生労働省医政局長

通知「災害医療対策事業等の実施について」に基づき、都道府県又は都道

府県知事の要請を受けた災害拠点病院で厚生労働大臣が適当と認める開

設者の設置する災害拠点病院 

（11）へき地医療拠点病院 

平成１３年５月１６日医政発第５２９号厚生労働省医政局長通知「へ

き地保健医療対策事業について」（以下「へき地保健医療対策実施要綱」

という。）に基づき、都道府県知事の指定を受けた病院の開設者の設置す

るへき地医療拠点病院 

（12）ヘき地診療所 



へき地保健医療対策実施要綱に基づき、都道府県、市町村等、日本赤十

字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、全国厚生農業協同組合連合会、社会

福祉法人北海道社会事業協会、医療法人、学校法人、社会福祉法人、医療

生活協同組合及びその他厚生労働大臣が認める者の設置するへき地診療

所（医師及び看護師住宅を含む。） 

（13）周産期母子医療センター 

平成２２年１月２６日医政発０１２６第１号厚生労働省医政局長通知

「周産期医療の確保について」の別添２「周産期医療体制整備指針」に基

づき、都道府県が指定する総合周産期母子医療センター又は認定する地

域周産期母子医療センター 

（14）小児救急医療拠点病院 

「救急医療対策事業実施要綱」に基づき、都道府県又は都道府県知事の

要請を受けた病院の開設者の設置する小児救急医療拠点病院 

（15）在宅医療実施病院 

平成２４年３月３０日医政発第０３３０第２８号厚生労働省医政局長

通知「医療計画について」に基づき、都道府県が定める医療計画において、

居宅等における医療（在宅医療）を実施している病院 

（16）在宅医療実施診療所 

平成２４年３月３０日医政発第０３３０第２８号厚生労働省医政局長

通知「医療計画について」に基づき、都道府県が定める医療計画において、

居宅等における医療（在宅医療）を実施している診療所 

（17）在宅医療実施歯科診療所 

平成２４年３月３０日医政発第０３３０第２８号厚生労働省医政局長

通知「医療計画について」に基づき、都道府県が定める医療計画において、

居宅等における医療（在宅医療）を実施している歯科診療所 

（18）がん医療実施診療所 

平成２４年３月３０日医政発第０３３０第２８号厚生労働省医政局長

通知「医療計画について」に基づき、都道府県が定める医療計画において、

がん医療を実施している診療所 

（19）脳卒中医療実施病院 

  平成２４年３月３０日医政発第０３３０第２８号厚生労働省医政局長

通知「医療計画について」に基づき、都道府県が定める医療計画において、

脳卒中医療を実施している病院 

（20）精神科病院 

ア 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２

３号）法第１９条の８に基づく指定病院 



イ 平成１８年厚生労働省告示第９４号「特掲診療料の施設基準等」に定

める基準を満たす精神科作業療法、精神科ショート・ケア、精神科デ

イ・ケア、精神科ナイト・ケア、又は重度認知症患者デイ・ケアを実施

している精神科病院 

ウ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第５条

第１６項に規定する共同生活援助を実施している精神科病院 

エ 昭和５７年４月１６日衛発第３６０号公衆衛生局長通知「精神障害

者社会復帰適応訓練事業の実施について」に基づく精神障害者社会適

応訓練事業を実施している精神科病院 

オ 平成１２年３月３１日障第２５１号大臣官房障害保健福祉部長通知

「保健所及び市町村における精神保健福祉業務について」に基づき実

施される地域精神保健活動に協力支援している精神科病院 

カ 障害者総合支援法第５条第６項に規定する生活介護を実施している

精神科病院 

キ 障害者総合支援法第５条第１０項に規定する共同生活介護を実施し

ている精神科病院 

ク 障害者総合支援法第５条第１３項に規定する自立訓練を実施してい

る精神科病院 

ケ 障害者総合支援法第５条第１４項に規定する就労移行支援を実施し

ている精神科病院 

コ 障害者総合支援法第５条第１５項に規定する就労継続支援を実施し

ている精神科病院 

サ 障害者総合支援法第５条第１７項に規定する相談支援を実施してい

る精神科病院 

シ 障害者総合支援法第５条第２１項に規定する地域活動支援センター

を運営している精神科病院 

ス 障害者総合支援法第５条第２２項に規定する福祉ホームを運営して

いる精神科病院 

（21）精神科救急医療センター 

平成１７年７月７日障発０７０７００１号厚生労働省社会・援護局障

害保健福祉部長通知「精神科救急医療センター整備事業の実施について」

に基づき、都道府県知事の要請を受けた病院の開設者の設置する精神科

救急医療センター 

（22）助産所 

平成２４年３月３０日医政発第０３３０第２８号厚生労働省医政局長



通知「医療計画について」に基づき、都道府県が定める医療計画において、

分娩を実施している助産所 


